
 

2021 年 11 月 15 日 

各位 

会社名：株式会社システム ディ     

代表者：代表取締役社長 藤田 雅己 

（コード番号：3804）      

問合せ先：専務取締役管理本部長 堂山 遼  

電話：075－256－7777（代）       

 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、当社の完全子会社であるシステムディ北海道株式会社を吸収合

併することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、本合併は完全子会社を対象とす

る吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

 

１． 合併の目的 

設立目的であった北海道における市場や販路を拡大することができたことに伴い、今後は経営管理や

リソースを一元化して組織運営の効率化を図るため、本合併を行う事といたしました。 

 

２． 合併の要旨 

(１)合併の日程 

取締役会決議日     2021 年 11 月 15 日 

合併契約締結日     2021 年 11 月 15 日 

合併期日(効力発生日)  2022 年２月１日（予定） 

  （注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併に該当し、システムディ

北海道株式会社においては会社法第 784 条第１項に規定する略式合併に該当するため、両社とも

合併契約承認に関する株主総会は開催いたしません。 

(２)合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式でありシステムディ北海道株式会社は効力発生日をもって解散

いたします。 

(３)合併に係る割当ての内容 

本合併による株式その他の金銭等の割当てはありません。 

(４)合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 



 

３． 合併当事者の概要 

（2021 年 11 月 15 日現在。但し、特記しているものを除く。） 

 存続会社 消滅会社 

（１）商号 株式会社システム ディ システムディ北海道株式会社 

（２）所在地 
京都府京都市中京区烏丸通三条上る

場之町 603 番地 

北海道札幌市中央区南一条東六丁目

１番地 15 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤田 雅己 代表取締役社長 本庄 英三 

（４）事業内容 
特定業種、特定業務向けパッケージ

ソフトの開発・販売 

特定業種、特定業務向けパッケージ

ソフトの開発・販売 

（５）資本金 484,260 千円 20,000 千円 

（６）設立年月日 1982 年４月 28 日 2018 年５月１日 

（７）発行済株式数 6,498,000 株 2,000 株 

（８）決算期 10 月 31 日 10 月 31 日 

（９）大株主及び持株比率 

株式会社トライ 14.05％ 

QUINTET PRIVATE BANK (EUROPE) S.A. 

107704 6.66％ 

堂山道生 6.53％ 

GOLDMAN SACHS & CO.REG 5.85％ 

THE HONGKONG AND SHANGHAI BANKING  

CORPORATION LTD-SINGAPORE BRANCH  

PRIVATE BANKING DIVISION CLIENT  

A/C8221-563114 5.73％ 

京セラコミュニケーションシステム株

式会社 3.91％ 

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) SUB A/C NON 

TREATY 3.89％ 

株式会社滋賀銀行 3.12％ 

堂山達子 3.04％ 

システムディ従業員持株会 2.78％ 

（2021 年４月 30 日現在） 

株式会社システム ディ 100.00％ 

（2021 年 11 月 15 日現在） 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決算期 2020 年 10 月期（連結） 2020 年 10 月期（個別） 

純資産 2,982,952 千円 8,493 千円 

総資産 4,576,183 千円 15,996 千円 

1 株当たり純資産 459.42 円 4,246.94 円 



売上高 3,854,536 千円 43,014 千円 

営業利益 727,322 千円 7,772 千円 

経常利益 729,728 千円 7,772 千円 

親会社株主に帰属する当期

純利益または当期純利益 
510,686 千円 7,592 千円 

1 株当たり当期純利益 78.65 円 3,796.38 円 

  （注）持株比率は、自己株式を控除して計算しております。 

 

４． 合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の変更はあり

ません。 

 

５． 今後の見通し 

本吸収合併は、当社の完全子会社との合併であるため、当社連結業績への影響は軽微であります。 

 

以上 


